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4
月
末
に
厚
生
労
働
省
の
国
立

社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
が

公
表
し
た
将
来
推
計
人
口
は
、
２

０
５
９
年
に
出
生
数
が
50
万
人
を

割
り
込
み
、
70
年
の
総
人
口
は
今

の
3
割
減
、
８
７
０
０
万
人
ま
で

落
ち
込
む
と
い
う
衝
撃
的
な
内
容

だ
っ
た
。
同
省
は
5
年
に
1
度
の

人
口
推
計
を
基
に
将
来
の
年
金
財

政
を
見
通
す「
年
金
財
政
検
証
」

を
実
施
し
て
い
る
。
広
が
る
年
金

へ
の
悲
観
論
に
対
し
、
同
省
は

「
従
来
の
見
通
し
が
大
き
く
変
わ

る
事
は
無
い
」
と
否
定
に
躍
起
↘

第
182
回 

広
が
る
年
金
悲
観
論
も
、
政
府
は
外
国
人
頼
み
？

だ
が
…
…
。

前
回
の
年
金
財
政
検
証
は
19
年
に
公
表
さ
れ
た
。
経
済

前
提
や
女
性
の
労
働
参
加
等
が
程
々
に
進
む「
中
間
的
な

ケ
ー
ス
」の
場
合
、モ
デ
ル
世
帯（
共
に
65
歳
の
会
社
員
の

夫
と
専
業
主
婦
の
妻
）
の
厚
生
年
金
の
所
得
代
替
率（
現

役
世
代
の
平
均
的
手
取
り
額
に
対
す
る
年
金
額
の
割
合
）

は
47
年
度
で
50
・
8
％
に
な
る
、
と
し
て
い
た
。

04
年
の
年
金
改
革
で
政
府
は「
所
得
代
替
率
50
％
維
持
」

を
公
約
し
、
関
連
法
の
付
則
に
も
明
記
し
て
い
る
。
こ
の

為
19
年
の
財
政
検
証
で
50
％
台
を
維
持
出
来
た
事
に
厚
労

省
は
胸
を
撫
で
下
ろ
し
て
い
た
。

た
だ
そ
の
頃
既
に
、
出
生
率
の
低
下
等
を
踏
ま
え
て
来

夏
の
公
表
を
予
定
す
る
次
の
年
金
財
政
検
証
で
は「
50
％

割
れ
が
必
至
」
と
の
指
摘
が
相
次
い
で
い
た
。
そ
こ
で
↘

特
殊
出
生
率（
1
人
の
女
性
が
一
生
に
産
む
子
供
の
数
に

相
当
）が
1
・
44（
65
年
時
点
）に
な
る
と
見
て
い
た
事
だ
。

と
こ
ろ
が
今
回
の
人
口
推
計
で
同
出
生
率
は
1
・
36（
70

年
時
点
）へ
と
下
方
修
正
さ
れ
た
。近
年
の
実
績
値
が
1
・

3
台
で
低
迷
し
て
い
る
事
を
反
映
し
て
い
る
。
更
に
70
年

の
平
均
寿
命
も
男
性
85
・
89
歳
、
女
性
91
・
94
歳
と
前
回

推
計
よ
り
男
女
と
も
4
歳
程
度
伸
び
る
と
予
測
す
る
等
、

23
年
人
口
推
計
に
年
金
財
政
を
圧
迫
す
る
原
因
は
事
欠
か

な
い
。
に
も
拘
わ
ら
ず
、
厚
労
省
年
金
局
は「
今
回
の
人

口
推
計
は
年
金
に
と
っ
て
マ
イ
ナ
ス
要
素
ば
か
り
で
は
な

く
、
所
得
代
替
率
50
％
は
維
持
出
来
る
可
能
性
が
有
る
」

と
言
い
張
っ
て
い
る
。
か
ら
く
り
は
23
年
の
人
口
推
計
に

有
る
、
日
本
の
総
人
口
に
含
め
る「
3
カ
月
超
日
本
に
滞

在
す
る
外
国
人
」が
増
え
る
と
の
予
測
だ
。

今
回
の
人
口
推
計
で
は
日
本
人
こ
そ
大
幅
に
減
る
と
見

る
一
方
、
外
国
人
は
40
年
ま
で
年
間
約
16
万
４
０
０
０
人

ず
つ
増
え
る
と
言
い
、
約
6
万
９
０
０
０
人
増
と
し
た
17

年
推
計
を
大
幅
に
見
直
し
た
。
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
流

行
前
の
技
能
実
習
生
ら
の
増
加
振
り
を
考
慮
し
た
。
こ
れ

に
よ
り
70
年
の
外
国
人
の
割
合
は
10
・
8
％
と
20
年
の

2
・
2
％
を
大
き
く
上
回
る
結
果
と
な
っ
た
。

要
す
る
に
、
厚
労
省
の
言
い
分
は「
出
生
率
の
見
通
し

は
下
が
っ
た
が
、
そ
の
分
年
金
を
支
え
る
外
国
人
が
増
え

る
の
で
、
年
金
財
政
へ
の
影
響
は
差
し
引
き
ゼ
ロ
」
と
い

う
も
の
だ
。

し
か
し
、
外
国
人
の
公
的
年
金
加
入
が
ど
こ
迄
進
む
か

は
不
透
明
。
更
に
国
は
外
国
人
の
動
向
が
年
金
財
政
に
与

え
る
影
響
を
検
証
し
た
事
は
無
い
。
政
府
は
技
能
実
習
制

度
の
廃
止
な
ど
新
た
な
外
国
人
労
働
者
受
け
入
れ
策
に
よ

る
外
国
人
の
日
本
定
着
を
模
索
し
て
い
る
も
の
の
、
近
年

国
力
の
低
下
が
目
立
つ
日
本
が
外
国
人
に
選
ば
れ
る
職
場

で
あ
り
続
け
る
保
証
は
無
い
。

「
外
国
人
頼
み
は
無
理
筋
だ
ろ
う
。
別
途
国
民
に
負
担

増
を
求
め
な
い
限
り
、
所
得
代
替
率
の
50
％
維
持
は
難
し

い
の
で
は
」。
厚
労
省
O
B
は
、
年
金
財
政
の
先
行
き
を

厳
し
く
見
立
て
て
い
る
。

厚
労
省
は
23
年
公
表
の
人
口
推
計
値
の
悪
化
を
見
越
し
、

国
民
年
金
保
険
料
の
納
付
期
間
を
5
年
延
長
す
る
案
を
示

す
等
、
50
％
維
持
に
向
け
て
年
金
を
手
厚
く
す
る
手
立
て

を
あ
れ
こ
れ
繰
り
出
し
て
い
た
。

19
年
の
年
金
財
政
検
証
で
所
得
代
替
率
50
％
維
持
を
可

能
と
し
た
大
き
な
支
え
は
、
17
年
の
人
口
推
計
で
合
計
↖


